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帝
国
デ
ー
タ
バ
ン
ク
は
こ
の
ほ
ど
、
２
０
０
１
年
か
ら
今
年
９
月

ま
で
に
法
的
整
理
を
申
請
し
た
旅
行
業
者
の
中
か
ら
、
今
年
の
３２
社

を
主
な
対
象
と
し
て
、
倒
産
動
向
に
つ
い
て
調
査
・
分
析
し
た
。
そ

の
要
旨
を
紹
介
す
る
。

４．倒産態様別
調査結果～２００６年以降「民事再生法」はなし、「破産」が９割超え

調査結果によると、０１年から今年９月までの旅行業者の倒産は２６４
件発生。０６年までではＳＡＲＳが発生した０３年の５０件が最多となっ
た。その後は減少傾向が続いていたが、今年は９月までに３２件発生
しており、すでに昨年の年間合計２８件を超えて再び増加基調に転じ
ている。
一方、負債総額は大型倒産が発生した０２年が最大となった。今年

に入ってからは負債１０億円を超える倒産は発生しておらず、旅行業
者の倒産は小型化している。
原油高や、一段落したもののいまだ円安の状況にあることから、

特に欧州への旅行に対する割高感が消費者に広まっている。今後も
需要減から厳しい経営を強いられ、倒産に至る旅行業者が散発する
可能性がある。

倒産態様別にみると、今年は「破産」が３０件（構成比９３．８％）で最も多かった。
旅行業者における「破産」の構成比は、今年１月から９月までの全業種における「破

産」の構成比（９０．５％）より高く、「民事再生法」（全業種における構成比６．０％）の
構成比は全体に比べ低い水準で推移している。また「会社更生法」は旅行業者において
０１年以降発生していない。法的措置を用いても再生を図ることは難しく、「破産」を選
択する企業が多いことを表している。

１．年別推移５．負債額別

～件数は２００７年９月までで２００６年の年間件数を上回る～負債１億円未満の小規模倒産の割合が増加

負債額別にみると、今年は「１億円未満」が２７件（構成比８４．４％）でトップになった。
次いで「１億円以上５億円未満」（３件、同９．４％）。
「１億円未満」の倒産の構成比は、０１年以降多少の増減はあるものの増加基調にある。
一方、負債１０億円以上の倒産は０５年以降発生しておらず、中小・零細業者が旅行業者の
倒産の中心を占めている。

旅
行
業
者
の
倒
産
は
、
米
国
同
時
多
発
テ
ロ
事
件
（
０１
年
９
月
）
や
イ
ラ
ク
戦
争
、

０３
年
の
Ｓ
Ａ
Ｒ
Ｓ
問
題
な
ど
海
外
事
件
が
頻
発
し
、
海
外
旅
行
者
数
が
激
減
し
た
こ
と

が
影
響
し
た
０３
年
の
５０
件
を
ピ
ー
ク
に
、
近
年
は
減
少
傾
向
が
続
い
て
い
た
。

し
か
し
、
今
年
は
９
月
ま
で
に
３２
件
発
生
。
す
で
に
昨
年
の
年
間
合
計
２８
件
を
超
え

た
。
海
外
旅
行
者
数
減
の
影
響
で
倒
産
が
頻
発
し
た
０４
年
（
４１
件
）
に
迫
る
ペ
ー
ス
で

推
移
し
、
増
加
基
調
に
転
じ
て
い
る
。
円
安
の
進
行
や
原
油
高
に
よ
る
航
空
運
賃
の
上

昇
で
海
外
旅
行
に
割
高
感
が
高
ま
り
、
海
外
旅
行
者
数
が
伸
び
悩
ん
で
い
る
こ
と
が
背

景
に
あ
る
と
み
ら
れ
る
。
一
方
、
総
じ
て
小
規
模
倒
産
が
多
い
こ
と
か
ら
、
負
債
総
額

は
低
水
準
で
推
移
し
て
い
る
。

２．業種別６．地域別

～「旅行業代理店業」が５０％超、「国内旅行業」の倒産は低水準で推移～「関東」が全体の約５割を占め、２００７年は「近畿」「九州」の割合が増加

旅
行
業
者
は
旅
行
業
法
に
よ
り
３
つ
に
分
類
さ
れ
る
。

今
年
は
、
「
旅
行
業
代
理
店
業
」
が
１９
件
（
構
成
比
５９

・
４
％
）
で
ト
ッ
プ
。
自
社
主
催
の
旅
行
を
行
わ
な
い
旅

行
業
代
理
店
業
は
、
小
規
模
の
企
業
が
多
く
、
旅
行
者
数

増
減
の
影
響
を
受
け
や
す
い
と
み
ら
れ
る
。

一
方
、
「
国
内
旅
行
業
者
」
の
倒
産
は
１
件
（
構
成
比

３
・
１
％
）
に
と
ど
ま
り
、
０１
年
（
７
件
、
同
１７
・
１
％
）

か
ら
減
少
傾
向
に
あ
る
。
海
外
旅
行
者
数
に
減
少
が
み
ら

れ
る
一
方
、
国
内
旅
行
者
数
は
堅
調
に
推
移
し
て
い
る
こ

と
が
背
景
に
あ
る
。

地域別にみると、今年は「関東」（１１件、構成比３４．４％）がトップ。次いで「近畿」
（８件、同２５．０％）、「九州」（６件、同１８．８％）となっている。
「関東」はＳＡＲＳの影響を受けた０３年に３３件（構成比６６．０％）の倒産が発生し、全

体の件数を押し上げていたが、その後は減少傾向にある。一方、「九州」は今年に入り
６件発生し、９月時点で０１年以降最多となった。

３．倒産主因別７．主な倒産

～「販売不振」が全体の７０％以上を占める～負債５億円を超える倒産は２００３～２００４年に集中、近年は減少傾向

倒産主因別にみると、今年は「販売不振」による倒産が２３件発生し、全体の７１．９％を
占めている。０１年からの累計でみても６５．９％が「販売不振」による倒産である。設備投
資をあまり必要としない旅行業者においては、「販売不振」が主な倒産要因であること
がうかがえる。

今年は、鳥取県の企業（４月、負債５億円）、兵庫県の企業（４月、負債３億１４００万
円）などが倒産した。負債額別の項で述べた通り、近年旅行業者の倒産は以前にも増し
て小型化が進んでいる。

負債
（百万円）

５，２０８

１４，９２５

６，６６１

４，６９８

１，９７５

２，４７２

２，３７３

３８，３１２

※２００７年は１～９月の累計

件数

４１

３５

５０

４１

３７

２８

３２

２６４

２００１年

２００２年

２００３年

２００４年

２００５年

２００６年

２００７年※

計

旅行業代理店業

構成比

４３．９％

５１．４％

５０．０％

５３．７％

７３．０％

４６．４％

５９．４％

５３．８％

※２００７年は１～９月の累計

件数

１８

１８

２５

２２

２７

１３

１９

１４２

国内旅行業

構成比

１７．１％

１７．１％

８．０％

１２．２％

５．４％

１０．７％

３．１％

１０．６％

件数

７

６

４

５

２

３

１

２８

一般旅行業

構成比

３９．０％

３１．４％

４２．０％

３４．１％

２１．６％

４２．９％

３７．５％

３５．６％

件数

１６

１１

２１

１４

８

１２

１２

９４

２００１年

２００２年

２００３年

２００４年

２００５年

２００６年

２００７年※

計

旅行業法に基づく登録の種類

第一種旅行業：海外・国内とも主催旅行を取り扱うことのできる事業所

第二種旅行業：国内の主催旅行を取り扱うことのできる事業所

第三種旅行業：他社主催の取り扱いのみで自社主催ができない事業所

本文での業種区分

一般旅行業

国内旅行業

旅行業代理店業

その他

構成比

１９．５％

３７．１％

１８．０％

１４．６％

２４．３％

１７．９％

２５．０％

２２．０％

※２００７年は１～９月の累計

件数

８

１３

９

６

９

５

８

５８

その他の
経営計画の失敗

構成比

２．４％

２．９％

２．４％

２．７％

７．１％

２．３％

件数

１

１

１

１

２

６

企業系列、
下請の再編成

構成比

９．８％

２．７％

３．６％

２．３％

件数

４

１

１

６

放漫経営

構成比

２．９％

２．０％

１０．７％

３．１％

２．３％

件数

１

１

３

１

６

業界不振

構成比

４．９％

８．６％

６．０％

７．３％

８．１％

５．３％

件数

２

３

３

３

３

１４

販売不振

構成比

７３．２％

４８．６％

７４．０％

６５．９％

６２．２％

６０．７％

７１．９％

６５．９％

件数

３０

１７

３７

２７

２３

１７

２３

１７４

２００１年

２００２年

２００３年

２００４年

２００５年

２００６年

２００７年※

計

民事再生法

構成比

５．７％

２．０％

８．１％

２．３％

※２００７年は１～９月の累計

件数

２

１

３

６

特別清算

構成比

５．７％

９．８％

５．４％

３．６％

６．３％

４．２％

件数

２

４

２

１

２

１１

破 産

構成比

１００．０％

８８．６％

９８．０％

９０．２％

８６．５％

９６．４％

９３．８％

９３．６％

件数

４１

３１

４９

３７

３２

２７

３０

２４７

２００１年

２００２年

２００３年

２００４年

２００５年

２００６年

２００７年※

計

５０億円以上

構成比

２．９％

０．４％

※２００７年は１～９月の累計

件数

１

１

１０億円以上
５０億円未満

構成比

２．９％

４．０％

２．４％

１．５％

件数

１

２

１

４

５億円以上
１０億円未満

構成比

７．３％

２．９％

８．０％

６．３％

３．８％

件数

３

１

４

２

１０

１億円以上
５億円未満

構成比

２９．３％

２８．６％

１４．０％

１９．５％

２１．６％

２５．０％

９．４％

２０．８％

件数

１２

１０

７

８

８

７

３

５５

１億円未満

構成比

６３．４％

６２．９％

７４．０％

７８．０％

７８．４％

７５．０％

８４．４％

７３．５％

件数

２６

２２

３７

３２

２９

２１

２７

１９４

２００１年

２００２年

２００３年

２００４年

２００５年

２００６年

２００７年※

計

九州

構成比

５．７％

４．０％

４．９％

１３．５％

３．６％

１８．８％

６．８％

※２００７年は１～９月の累計

件数

２

２

２

５

１

６

１８

四国

構成比

４．９％

５．７％

３．６％

１．９％

件数

２

２

１

５

中国

構成比

２．９％

２．０％

２．７％

６．３％

１．９％

件数

１

１

１

２

５

近畿

構成比

３１．７％

２２．９％

１８．０％

１４．６％

１６．２％

１４．３％

２５．０％

２０．５％

件数

１３

８

９

６

６

４

８

５４

中部

構成比

２２．０％

２．９％

６．０％

９．８％

８．１％

１０．７％

９．４％

９．８％

件数

９

１

３

４

３

３

３

２６

北陸

構成比

２．０％

３．６％

０．８％

件数

１

１

２

関東

構成比

３９．０％

４５．７％

６６．０％

６３．４％

５６．８％

５７．１％

３４．４％

５２．７％

件数

１６

１６

３３

２６

２１

１６

１１

１３９

東北

構成比

２．４％

１４．３％

２．０％

２．７％

３．６％

６．３％

４．２％

件数

１

５

１

１

１

２

１１

北海道

構成比

７．３％

３．６％

１．５％

件数

３

１

４

２００１年

２００２年

２００３年

２００４年

２００５年

２００６年

２００７年※

計

倒産年月

２００４年１０月

２００３年７月

２００３年５月

２００３年１０月

２００３年１０月

２００３年７月

２００７年４月

２００７年４月

２００７年５月

都道府県

神奈川県

長野県

沖縄県

東京都

大阪府

愛知県

鳥取県

兵庫県

福岡県

態様

特別清算

破産

破産

破産

民事再生法

破産

破産

破産

破産

負債
（百万円）

２，０００

１，１００

１，０００

７６６

５２０

５００

５００

３１４

１００

業種区分

一般旅行業

一般旅行業

一般旅行業

旅行業代理店業

国内旅行業

一般旅行業

旅行業代理店業

一般旅行業

国内旅行業

商号（仮名）

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

Ｉ

１

２

３

４

５

６

７

８

９


